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の概要 

【本研究の内容、意義、重要性】 

高齢化社会に伴い、わが国の心不全有病者数は増加の一途をたどっている。急性非代償性

心不全および急性心筋梗塞は、休日・夜間でも対応が必要な病態であり、医療機関に求めら

れる役割も大きい。しかし、循環器医不足（新潟県の人口 10 万人あたり循環器内科医数は

全国最下位）や医師の高齢化により、循環器急性期診療を担う施設の維持が困難となってい

る。特に診療時間外の循環器救急は、救急受入れ先決定に難渋することが多く、最終的に、

高度急性期・三次救急・特定機能を有する病院（高度急性期病院）で受け入れることも多く、

病床が埋まると、次の救急搬送を受入れられないとう状況が生じる。救急搬送症例＝高度医

療・先進医療が必要症例」、ではなく、「他の急性期~慢性期病院で精査・通常治療が可能、平

日日中であれば受入れた症例」も含まれる。精査を進める中で、高度医療・先進医療が必要

と判断されれば紹介する、でよい症例である。高度急性期病院では、限られた検査・手技治

療枠の中で、より重症症例を優先せざるを得えず、検査待機も長くなる。 

一方で、高度急性期病院では、死亡率低下・再入院予防・QOL 改善など様々な有効性が報

告される心臓リハビリテーション（心リハ）について、インフラ的な制限とその役割分担に

より十分に提供できない現状がある。十分な心リハを受けられず長期検査待機となる症例

や、心筋梗塞カテーテル治療後で合併症がない症例などは、心リハ提供が充実した急性期～

慢性期病院で治療・リハビリを受ける方が有益な症例も多い。 

本研究では、緊急入院した急性非代償性心不全/心筋梗塞症例で一定の条件を満たした症

例について、高度急性期病院で受入れ初期治療を行い、早期に、充実した心リハを実施でき

る急性～慢性期病院へ転院を進めるシステム（Cardiac Net：CN）および円滑な連携を図る

ための情報共有ツールを構築と検証を行った。 

高度急性期病院は新潟大学医歯学総合病院（大学病院）、急性期～慢性期病院は、2021 年

11月～新潟南病院、2023年 6月～木戸病院、2024年 1月～信楽園病院、2025年 3月～桑名

病院と段階的に拡大した。病床当たりのリハビリ療法士数は、大学病院の 2.8倍～11.6倍で

ある。 

また、大学病院の早期転院実現のため、多職種で繰り返し検討を行い、各職種の動線フロ

ーチャート、および、転院調整に際しての連絡テンプレート、紹介状記載テンプレートなど

を作成した。 



2021年 11月～2025年 7月で CNにて 96例（年齢中央値 82.5歳、男性 63%）が早期転院

した。心不全症例が 43例（年齢中央値 87.0歳、男性 35%）、心筋梗塞症例が 53例（年齢中

央値 72.0歳、男性 77%）であった。高度急性期病院の在院日数は 4.5(3.2-5.7)日、転院先

在院日数は 17.5(12.0-35.5）日であった。転院後に急変するなどで高度急性期病院へ再転院

を要した症例は認めなかった。 

対象者の 72%は診療時間外に救急搬送されており、また、大学病院循環器内科の緊急入院

受入れ数は 3年間で 132%の増加を認めており、新潟市の循環器救急受入れ状況、特に時間外

救急受入れ状況の改善に寄与できたものと考える。特に、冬期繁忙期は緊急入院受入れ病床

確保に繋がっている。 

転院先での心リハについて、1 日当たりの心リハ介入単位は、大学病院と比べて、全体で

2.7 倍、心不全症例では 2.2 倍、心筋梗塞症例では 3.3 倍であり、充実した心リハが提供さ

れていた。転院先病院により介入に差はあり、1.4 倍に留まる病院～4.5 倍実施された病院

もあった。高齢者が多い中、入院中の廃用進行予防および運動耐容能改善に繋がる介入がな

されていたと考える。 

また、心不全再入院予防や、さらなる運動耐容能改善・QOL 改善に繫がる外来心リハへの

移行する例が多く、心筋梗塞症例については、2011年の大学病院の移行率と比べて、7.6倍

の症例で外来リハへ繋げることができていた。大学病院は外来リハを原則実施していないこ

とから、退院後の外来心リハに繋げることに障壁があり、外来心リハ実施施設である転院先

では、外来リハに繋げやすいことが影響しているものと考える。 

限られた医療資源の有効活用には、病院機能に応じた役割分担と円滑な連携が必要であ

り、本研究は円滑な連携システムを構築したという点で、意義があるものと考える。一方で、

転院搬送手段および病院間の情報共有方法には課題が残る。 

【行政や医師会への提言】 

病院機能に応じた役割分担と円滑な連携をさらに進めることは重要であり、地域全体での

取り組み（高度急性期病院からの平行搬送に対応する車両・人員の設営、電子カルテ情報共

有化システムの導入）を検討頂きたい。 

 

 


